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 日本全国の訪日外国人旅行者数は、台風や地震等の影響を一時的に受けたものの引き続き好調
 成田空港の国際線外国人旅客数は、旺盛な訪日需要や航空路線の拡充等により日本全国の伸び率を上回り過去最高

出典：日本政府観光局（JNTO）

日本全国の訪日外国人旅行者数と成田空港の国際線外国人旅客数の推移

成田空港の全国シェアと日本人・外国人旅客比率の変化

【成田空港】

成田空港における外国人入国者数と前期比

(万人：水色)
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 成田空港の日本人・外国人比率の変化

出典：国土交通省
空港管理状況調書（2017年度）
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2018年度の新規就航、インセンティブの状況

就航日 航空会社/路線 便数

2018年 5月16日 オーストリア航空／ウィーン 週5便

6月 1日
ノックスクート／

バンコク（ドンムアン）
週7便

6月14日
(10月28日～定期便化)

マンダリン航空／台中 週7便

7月 3日 フィジー・エアウェイズ／ナンディ 週3便

12月 7日
タイ ライオンエアー／
バンコク（ドンムアン）

週7便

2019年 1月11日 ベトジェット／ハノイ 週7便

新規乗り入れ航空会社

 2015年度からの「成田ハブ化促進インセンティブ」（ネットワーク拡充割引）導入により、国際線77路線、国内線10路
線の新規就航効果

既存航空会社の新規就航

・表中、太字は成田空港としての新規乗り入れ航空会社・新規路線、下線はLCC
※1：2018冬ダイヤ期間中の季節運休から運航再開
※2：旅客便として初めての就航 ※3：2016年11月に香港航空とのコードシェアとして就航済み

就航日 航空会社/路線 便数

2018年 4月29日 S7航空／イルクーツク 週2便

5月 2日
（10月1日～運休中）

インドネシア・エアアジアX
／ジャカルタ

週7便

6月 2日 エア・カナダ／モントリオール 週7便
6月 3日

（10月28日～運休中）
S7航空／ノヴォシビルスク ※2 週1便

6月 29日
（2月16日～運休中）

パキスタン航空／カラチ 週1便

7月 1日 バニラエア／石垣 週7便

9月 1日
（10月6日～運休中）

ニューギニア航空／チューク 週2便

9月 6日 ジェットスター・ジャパン／長崎 週7便

10月28日 チェジュ航空／大邱 週7便

12月19日 ジェットスター・ジャパン／高知 週7便

2019年 1月 8日 オーロラ航空／ユジノサハリンスク 週2便

1月28日 日本貨物航空／ハーン 週3便

3月 8日 ※1 ウズベキスタン航空／タシケント 週1便

3月15日
ロイヤルブルネイ航空 ※3 ／
バンダルスリブガワン

週3便

3月30日
ジェットスター・ジャパン／
宮古（下地島）

週7便

3月31日 日本航空／シアトル 週7便

3月31日 チェジュ航空／務安 週7便

3月31日 ※1 エア・カナダ／カルガリー、トロント 週6便

 ネットワーク拡充（新規就航）割引適用路線と効果（国際線の例）

（うち空港初
22路線）

63路線29路線
（うち空港初

10路線）

50路線

（うち空港初
16路線）

（うち空港初
20路線）

50路線

77路線
（うち空港初
29路線）

新規就航効果

2017年度
までに適用が
終了した路線

(27路線)
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

凡例： は当該年度において新規就航 は当該年度において適用終了

26路線
(空港初10)

22路線
(空港初6)

26路線
(空港初10)

22路線
(空港初6)

2路線(空港初0)

15路線

(空港初6)

15路線
(空港初6)

27路線
(空港初9)

15路線
(空港初9)

成田ハブ化促進インセンティブの効果
（2015～2018年度）

29路線
(空港初10)

20路線
(空港初5)

1路線運休

2路線運休

2路線(空港初0)

1路線運休
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 2019年4月1日～ネットワークの更なる拡大に向けてインセンティブ制度を拡充

50％

50％

(＊)

25％

１年目 ２年目

100％
70％

40％

１年目 ２年目 ３年目

新制度
旧制度

10％
拡充

新制度

50％
30％

１年目 ２年目 ３年目
10％

拡充

（※）朝発ボーナス：新規就航便が朝時間帯に出発する場合、割引率を引上げ
新規就航割引との併用で、3年間にわたり着陸料が最大100%割引

(＊) 増量割引と合わせて最大70％

旧制度

(＊) 増量割引と合わせて最大100％

増量割引 ネットワーク拡充割引 新規就航割引 朝発ボーナス

50％ 50％50％
朝発ボーナス適用時

100％ 100％100％
朝発ボーナス適用時

20％

50％

(＊)

１年目 ２年目

10％

インセンティブ制度の拡充（2019年度～）

成田ハブ化促進インセンティブの拡充（2019年4月1日～2022年3月31日）

 2019年度より、ネットワークの更なる拡大を目的として「成田空港ハブ化促進インセンティブ」の制度を拡充
 適用期間を2年間から3年間に延長し、着陸料の割引率も拡大するほか、「朝発ボーナス（※）」を導入して朝の時間帯の

出発便を増加させ、お客様の更なる利便性向上を図る

成
田
空
港

航
空
会
社

と
し
て
の

新
規
路
線

と
し
て
の

新
規
路
線

・着陸料の割引率拡大

・朝発ボーナスの導入

・適用期間の延長 ( 2年 → 3年 )

■ネットワーク拡充割引をリニューアル

新規就航割引

新規就航する場合

・新規就航の増量分は、新規就航割引に
一本化し、増量割引の対象から除く

・割引率50％（変更なし）

■既存路線の増便・機材の大型化に特化

増量割引

増便・大型化する場合

制度概要
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豊富なネットワーク

●アンカレッジ

成田空港発 就航都市一覧（経由地含む）

合計137都市（海外115都市、国内22都市）

海外就航都市数 40カ国3地域115都市

南北アメリカ方面：3カ国 27都市

ヨーロッパ方面： 16カ国 23都市

アジア・中東・オセアニア方面：19カ国３地域63都市

アフリカ：2カ国2都市

※就航都市数は2019年5月9日時点
※路線毎の人数は2018年度出発旅客数実績

●
佐賀

ニューアーク

●アンカレッジ

●アトランタ
●ダラスフォートワース

●

●ホノルル

●ヒューストン

●ロサンゼルス

●メンフィス

シカゴ●
●ポートランド

●シアトル

サンフランシスコ●

●バンクーバー

●メキシコシティ

ロンドン●

●フランクフルト

●

●コペンハーゲン

●ヘルシンキ

●モスクワ

●オークランド

●

ケアンズ

●ゴールドコースト

●シドニー

●ヌーメア

●ムンバイ

●コロンボ

●バンコク

●ハノイ

●ホーチミン

●シンガポール
●

●デンパサール
●ジャカルタ

●マニラ

●セブ

●ウランバートル

●香港マカオ●

●釜山

ソウル●

●

高雄

●グアム

ワシントンDC

●

デトロイト
●ボストン

ハバロフスク

●

●サンディエゴ

シンシナティ●

●ライプツィヒ

●デンバー

●サンノゼ

クラーク●

●メルボルン

ヤンゴン●

デュッセルドルフ

●ダナン

アディスアベバ●

●オークランド

グアム線 439千人

オセアニア線

684千人

台湾線

1,511千人

香港線

1,556千人

韓国線 1,945千人

中国線 2,100千人
欧州線 1,473千人

成田空港

アムステルダム

ブリュッセル●
●ワルシャワ

済州●

プノンペン●

パリ●
●チューリッヒ

●ローマ

ミラノ●

●イスタンブール

●デリー

アブダビ●●ドバイ
ドーハ●

広州●

長春●

重慶●
成都●

杭州●

●南京

北京●

●上海

●深圳

●青島
●西安

廈門● ●台北

アジア・アフリカ線（中東含む）

4,560千人
瀋陽●

●大連
天津●

●鄭州

長沙●
武漢●

ハルビン●

●マドリード

●西寧 ●大邱

パペーテ●

●コナ

カイロ●

●

ポートモレスビー●

●ペナン

●
●ニューヨーク

ウラジオストク

● 太平洋線 3,628千人

●
●モントリオール

●ブリスベン

●

台中

●ナンディ

●石垣

札幌●

●仙台新潟●

成田空港

●

名古屋

小松●

●高松
●広島

●
●

大阪（関西、伊丹）

大分
●

福岡
●

●
熊本●

●鹿児島

●奄美

●那覇

国内就航都市数

22都市

佐賀

●宮崎

長崎
●高知

松山

●

北九州

※北九州は、貨物便のみの就航都市

 成田空港は日本と世界を結ぶ表玄関。東京という世界有数の経済都市を後背地に持ち、海外115都市と結ばれている
豊富なネットワークが強み。国内空港と比較しても圧倒的な国際線ネットワークを保有

 特に、アジアと北米の結節点として重要な役割を果たしている

・表中、太字は成田空港としての新規路線、下線はLCC
※2018冬ダイヤ期間中の季節運休から運航再開

● ユジノサハリンスク

●タシケント

●バンダルスリブガワン

●トロント

●

務安

●宮古（下地島）

●

●カルガリー

●ウィーン

ルクセンブルク

●イルクーツク

2019年度以降の既存航空会社の新規就航（予定）

クアラルンプール

●寧波

・バニラエアの那覇線・札幌線・奄美線・石垣線・高雄線・台北線は、経営統合によりピーチ・アビエーションへ順次移管予定

就航日 航空会社/路線 便数
4月1日 ※ オーストリア航空／ウィーン 週7便

4月7日 ※ S7航空／イルクーツク 週1便

4月25日 Spring Japan／寧波 週4便

6月1日 ※ S7航空／ノヴォシビルスク 週1便

7月1日 IBEXエアラインズ／仙台 週7便

7月12日 ベトジェット／ホーチミン 週7便

8月1日 ジェットスター・ジャパン／庄内 週7便

8月9日 セブパシフィック航空／クラーク 週4便

9月1日 全日本空輸／パース 週7便

2019年冬ダイヤ期間中 全日本空輸／チェンナイ 未定

2020年夏ダイヤまで 日本航空／ベンガルール 週7便
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リテール事業の足元の動向

 国際線外国人旅客数の増加や出国手続き後エリアの新規店舗の新店効果、到着時免税店の通年化、更なる販売促進
施策の実施等により、空港内店舗売上高は前期比で大幅に増加

 中国系旅客は、国籍別売上高シェアで半数以上を占めており、購買客単価も日本人と比べると約1.6倍

国籍別売上高シェア

購買単価

旅客データ（2018年度） 商業空間の拡充

日本人

20%

中国系

（中国・香港・台湾）

57%

韓国人

5%

その他アジア

12%

アメリカ

3%

ヨーロッパ

3%

到着時免税店
（第1・2・3ターミナル）

 合計5店舗

（2017年9月～12月）

※2018年度より店舗通年化

1,086 
1,246 1,432

0

1,000

2,000

2016 2017 2018

空港内店舗売上高の推移

（億円）

15%
15%

＜空港内店舗売上高の推移＞

出国手続き後エリア
新規店舗

（第1ターミナル）

 新規17店舗

（2017年11月～

2018年8月）

2018年度 上期 3Q 4Q 下期 通期

(単位：億円) 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比

飲食店 69 111% 33 109% 34 109% 67 109% 137 110%

物販店 258 110% 128 106% 124 105% 253 105% 512 108%

免税店 391 132% 195 115% 196 109% 391 112% 782 121%

総合
免税店

311 136% 154 116% 157 109% 312 112% 623 123%

ブランド
ブティック

80 119% 40 111% 38 109% 79 110% 159 115%

合計 719 121% 357 111% 355 108% 713 109% 1,432 115%

日本人

外国人

中国系

 日本人を100とした場合の単価

128

100

156

過去最高を
更新
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2018年度 決算概要及び
2019年度 業績予想



2018年度 航空取扱量

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

航空機発着回数（万回） 25.2 25.7 0.4 101.7％
国際線 19.9 20.4 0.5 102.7％

国内線 5.4 5.2 △0.1 98.0％

航空旅客数 （万人） 4,094 4,318 224 105.5％
国際線 3,348 3,587 239 107.1％

日本人 1,370 1,438 68 105.0％

外国人 1,594 1,773 179 111.2％

通過客 384 376 △8 98.0％

国内線 746 731 △16 97.9％

国際航空貨物量（万ｔ） 228 213 △15 93.3％
給 油 量 （万 kl） 447 443 △4 99.2％

 航空機発着回数は、韓国線、台湾線を中心としたアジア方面等における新規就航や増便により、前期に比べて
増加、7期連続で開港以来最高値を更新。

 航空旅客数は、引き続き旺盛な訪日需要を背景に国際線外国人旅客が大きな伸びを示したことに加え、国際
線日本人旅客も好調に推移したことから、前期に比べて増加、4期連続で開港以来最高値を更新。なお、通過
客については下げ止まりつつある。

 国際航空貨物量は、輸出入貨物は堅調に推移したものの、仮陸揚貨物は貨物便の運休に加えて中国の景気
後退等によって大幅に減少し、前期に比べて減少。

10



2018年度 連結決算概要
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 営業収益は「増収」、営業利益は「増益」。

 空港使用料収入は、韓国線、台湾線を中心としたアジア方面等における新規就航や増便により、航空機
発着回数が増加し増収。また、旅客施設使用料収入も、引き続き旺盛な訪日需要を背景に国際線外
国人旅客数が大きく伸びたことに加え、国際線日本人旅客数も好調に推移したことにより増収。物販・飲
食収入、構内営業料収入は、国際線旅客数の増加や前年度下期以降に順次開業した新店効果や販
売促進施策の効果等により増収。

 結果として、営業収益、営業利益、経常利益はいずれも民営化以降最高を更新。当期純利益は前期並
みとなったが、前期の特殊要因（特別利益に厚生年金基金の代行返上益を計上）を除くと実質増益。

2017年度 実 績
［A］

2018年度 実 績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益 2,312 2,497 184 108.0％

営業利益 466 558 91 119.7％

経常利益 432 536 103 124.0％

親会社株主に帰属する
当期純利益

359 357 △1 99.6％

（単位：億円）



2019年度 航空取扱量見通し

2018年度
実績［A］

2019年度
見通し［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

航空機発着回数（万回） 25.7 26.2 0.5 102.1％
国際線 20.4 20.8 0.3 101.7％

国内線 5.2 5.4 0.2 103.7％

航空旅客数 （万人） 4,318 4,466 148 103.4％
国際線 3,587 3,715 128 103.6％

日本人 1,438 1,465 26 101.8％

外国人 1,773 1,875 102 105.8％

通過客 376 375 △1 99.7％

国内線 731 751 21 102.8％

国際航空貨物量（万ｔ） 213 213 0 100.1％
給 油 量 （万 kl） 443 460 17 103.9％

 航空機発着回数は、国際線でアジア方面等の新規就航や増便、欧州線の増便が見込まれることから前
期を上回る見通し。

 航空旅客数は、国際線で引き続きアジアを中心とした旺盛な訪日需要による外国人旅客が増加することに
加えて、日本人旅客数も堅調に推移すると見込まれることから、前期を上回る見通し。

 国際航空貨物量は、仮陸揚貨物の減少を見込むものの、直送貨物が堅調に推移すると見込まれることか
ら、前期並みの見通し。
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2021年度
目標

27.5

21.7

5.8

4,650

3,840

－

－

－

810

215

－



2019年度 連結業績予想
（単位：億円）

2018年度
実績［A］

2019年度
予 想［B］

増減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

2,497 2,551 53 102.2％

空港運営事業 1,108 1,137 28 102.6％
リテール事業 1,048 1,077 28 102.7％
施設貸付事業 309 307 △2 99.0％
鉄 道 事 業 29 29 △0 97.1％

営業利益 558 518 △40 92.8％
空港運営事業 107 82 △25 76.5％
リテール事業 299 303 3 101.1％
施設貸付事業 146 128 △18 87.6％
鉄 道 事 業 6 6 △0 89.6％

経常利益 536 500 △36 93.2％
親会社株主に帰属する
当期純利益 357 317 △40 88.7％

 国際線の新規就航、増便により航空機発着回数及び航空旅客数が増加することや、前年度に開業した
店舗の通年化によるリテール事業の増収等に伴い営業収益は増収となり民営化以降最高を更新する見通
し。

 一方、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催に対応する施設改修費用等が増加することから
当期純利益は減益となる見通し。
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2021年度
目標

－

－
－
－

－
440億円以上

－
－
－

－

－

－
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航空系収入：非航空系収入の割合
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予想

(億円)

航空系収入

非航空系収入

 航空系収入：非航空系収入の割合は、2014年度に逆転
 2018年度連結決算では42:58、2019年度連結業績予想では43：57となる見通し
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679 

844 

972 

1,169 
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1,246 

1,432 1,450 

航空系
66％

非航空系
34％

2004年度 2018年度 2019年度
（見込み）

航空系
43％

非航空系
57％

航空系
42％

非航空系
58％

売上高

66% 53% 53% 50% 47% 45% 46% 44% 42%           43%

34% 47%  47%  50% 53% 55% 54% 56% 58% 57%

航空系収入と
非航空系収入が逆転
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前中期経営計画
（2016～2018年度）総括
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前中期経営計画の総括

✈ 前中期経営計画の５つの戦略方針における主な取り組み

✈ 成田空港オペレーションセンターの開設により危機管理機能や安全管理体制を構築。
✈ AIT等の導入による航空保安の強化。
✈ トリプルゼロの達成（航空機事故/重大な障害/テロ事案）・・・滑走路誤進入、天井板落下事故等に係る再発防止策の徹底。

Ⅰ:世界最高水準の安全性と安定運用の徹底追求

✈ 成田空港に関する四者協議会における更なる機能強化の合意。合意事項の着実な履行。
✈ 高速離脱誘導路の整備による、時間値72回化については2020年夏ダイヤまでに実現予定。
✈ 温室効果ガス削減は、2020年に7%削減達成に向けて順調に推移。

✈ マーケティングインセンティブやハブ化促進インセンティブを活用した路線誘致の強化。
Ⅰ：就航都市数海外115都市、国内22都市。国内線就航都市数に関しては目標を達成。
Ⅱ：目標のLCC就航割合30%を達成。
Ⅲ：旅客数目標4,300万人を達成し、貨物量目標210万tも達成。

✈ ファストトラベルの推進：CUSS再配置、CUBDの導入。スマートセキュリティの導入は2019年度末までに実現予定。
✈ 東京2020大会に向けた取り組み：UDの推進、旅客ターミナルビルバリューアップは大会までに実現予定。
✈ その他：到着コンコースの空間演出、日本文化発信、infotouchの設置、Visitor Service Centerの開設など。

✈ リテール事業による収益基盤の強化：新規店舗エリアの整備等、商業施設の拡充によりリテール売上高が大幅増加。
✈ グループ会社再編によるグループ経営のスリム化を達成。

Ⅱ:空港機能の強化と地域との共生・共栄

Ⅲ:航空ネットワークの徹底強化

Ⅳ:世界最高水準のｻｰﾋﾞｽ品質や魅力ある商業空間の創出によるお客様満足度の徹底追求

Ⅴ:企業グループとしての経営体力と競争力の強化
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前中期経営計画の主な成果

＜航空取扱量目標＞

 航空旅客数は目標を達成（4,318万人）したが、羽田国際線二次増枠に伴う想定以上の減便等に

より、航空機発着回数は25.7万回。

＜経営目標＞

 空港内免税店・物販店・飲食店の売上高は1,500億円には届かなかったものの、旺盛な訪日需要に

支えられ、連結営業利益558億円、連結ROA6.9%と目標を達成。

 キャッシュフロー経営を重視した経営効率の徹底追求により、連結長期債務残高は3,820億円、連結

長期債務残高／連結営業キャッシュフロー倍率は4.9倍と目標を達成。

区分 目標 2018年度実績

航空取扱量目標
航空機発着回数 27万回 25.7万回

航空旅客数 4,300万人 4,318万人

経営目標

連結ROA 5.5%以上 6.9%

連結営業利益 490億円以上 558億円

連結長期債務残高 4,500億円前半 3,820億円

連結長期債務残高／連結営業CF倍率 6.2倍以下 4.9倍

空港内免税店・物販店・飲食店売上高 1,500億円 1,432億円

設備投資 設備投資計画（2016～18年度累計） 1,600億円 1,056億円

前中期経営計画目標の達成状況



2018年度の取り組み ①
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リテール事業の販売強化

第1ターミナル出国手続き後エリアの店舗面積を増床、新規店舗を
整備するリニューアル工事を実施し、2018年8月をもって飲食店・
物販店・免税店計17店舗のオープンが完了。今後も魅力ある商業
空間の創出によりリテール売上の拡大を図る

搭乗前のお買い物や
お食事をより楽しんで
いただく空間を提供

■到着時免税店での更なる販売促進

■売上効率の向上

 2018年10月からたばこの日本への持ち込み免税範囲が変更に
なったことに伴い、10月以降の売上が好調に推移

 オープン当初は外国製品の酒類・たばこのみだったが、2018年11
月からは香水（外国製品のみ）の取り扱いも開始

■セールやキャンペーンの実施による販売促進

国慶節、年末年始、春節などの多客期に合わせてセールやキャン

ペーンを実施。年末年始セールの一環として、航空会社から提供さ

れた航空券やエアライングッズが抽選で当たるキャンペーンを実施

中国で特に人気のあるニュース閲覧アプリへの定期的な情報発信

や中国人KOLを活用したSNSでの情報拡散等の取り組みを新た

に実施

空港機能の強化

■高速離脱誘導路の整備

現在の航空機の性能等に最適な位置及び形状に合わせて高速離
脱誘導路を整備することにより、航空機の滑走路占有時間を短縮

※先行部（A滑走路・B滑走路）は、2018年12月に供用

■A滑走路夜間飛行制限の変更

 2019年2月に開催された四者協議会において、A滑走路の夜間
飛行制限の変更を2019年冬ダイヤから実施することが確認された

■環境影響評価準備書の公表と環境影響評価書のとりまとめ

 2018年4月に更なる機能強化について、環境影響評価法の規定
に基づき、「成田空港の更なる機能強化 環境影響評価準備書」
を公表。2019年2月には環境影響評価準備書に対する知事意見
等を踏まえ、「成田空港の更なる機能強化 環境影響評価書」をと
りまとめ、国土交通大臣あてに送付

時間値を増やして処理能力を上げ、
より多くの便が出発・到着できるようにすることで
お客様の搭乗便の選択肢を提供

※2019年5月に国土交通大臣より、「成田空港の更なる機能強化に係る環境影響
評価書に対する国土交通大臣意見」を受領

■航空機落下物救済支援制度の創設

 2018年4月より成田空港を離着陸した航空機からの落下物と認
定された場合に当社が見舞金を支払う制度の運用を開始

■内窓設置事業の開始及び既存防音工事の充実について

 A滑走路の夜間飛行制限変更への対策として、2018年10月より
A滑走路側で先行して実施



2018年度の取り組み ②
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ユニバーサルデザインの導入、壁や天井の内装リニューアル、デザイン
トイレの導入等を実施。第2ターミナルは2019年2月にリニューアル
完了、第1・3ターミナルは2020年3月までに順次オープン予定

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会への対応

 「ターミナルバリューアップ計画」の一環として、第1・2ターミナル到着コ
ンコースに訪日歓迎ムードを醸成する空間演出を実施、2019年3
月に完成。その他の整備（ターミナルリニューアル、ユニバーサルデザ
イン対応）は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会前ま
でに完成予定

■第1・2・3ターミナルトイレリニューアル ■到着コンコースの空間演出

お客様サービス品質の向上空港カーボン認証レベル3の取得

地球的視野に立った環境にやさしい循環型空港「エコ・エアポート」と
して「エコ・エアポート基本計画」を策定し、航空会社をはじめとする
ステークホルダーとともに、環境負荷低減と地球規模の環境課題に
取り組み中

 エコ・エアポート基本計画の取り組みの1つとして、空港から排出され
るCO2の管理や削減の状況を評価する制度「空港カーボン認証」プ
ログラムに参加しており、2018年1月に「レベル2」を取得したが、11
月には日本で初めて「レベル3」を取得

今後も当プログラムを活用しながら、ステークホルダー
との協力体制を一層強化し、CO2排出量の削減に
取り組む

日本初！

■シーティングスペース整備（2018年3月～順次導入、8月完了）

■お客様用駐車場の拡張（7月～）

■航空会社共用ラウンジ
「NARITA PREMIER LOUNGE」 オープン(7月～)

■最先端ICTを活用したスムーズな旅客案内（9月～）

（高精度屋内ナビゲーションアプリ「NariNAVI（ナリナビ）」リリース）

■路線バス専用の第3ターミナル降車場オープン（2019年3月～）

空港カーボン認証レベル3 ロゴ

空港内でより快適に
お過ごしいただく環境を提供
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今後の事業戦略



新中期経営計画（2019～2021年度）概要

21

激化する
空港間競争への挑戦

デジタル・
イノベーション

徹底した
お客様第一主義

1.世界最高水準の安全性と
安定かつ高効率運用の

徹底追求

2.空港機能の強化と
地域との共生・共栄

3.空港競争力の源泉である
航空ネットワークの徹底強化

6.持続的成長に向けた
空港競争力の強化

4.徹底したお客様第一主義
に根ざした世界最高水準の

旅客体験価値の創造

5.旅客ニーズの変化に
迅速に対応した

魅力ある商環境の創出

【主要テーマ】

6本の戦略方針

３つの主要テーマのもと、6本の戦略方針にて構成

安全最優先



2019年度の取り組み ①
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[1]世界最高水準の安全性と安定かつ高効率運用の徹底追求

[2]空港機能の強化と地域との共生・共栄

■航空法に基づく空港等変更許可申請に向けた諸手続きの実施

■2019年冬ダイヤからのA滑走路夜間飛行制限の変更

 国際会議や航空会社訪問を通じて、航空会社に対し成田空港の発着可能便数の枠を伝え、利用促進を推進

 運用時間の1時間延長に伴う運用体制の構築

①店舗の営業時間の延長や旅客サービス、警備の対応時間の延長、人員の確保

②空港施設の維持管理に係る点検時間の短縮化や改善 ③お客様・従業員向けの深夜アクセスの確保

■高効率運用

 ファストトラベルの取り組みや、旅客動態を日常的に計測・予測
する旅客動態管理システム（PFM）※1 を導入

 関係者とタイムリーに航空機の運航情報や空港の運用情報
（空港CDM※2：システムを2019年度中に本格運用開始）を

共有、運用効率化や定時運航率の向上を推進し、今後の
統合型運用体制（TAM）※3 の構築に繋げる

 2020年夏ダイヤまでに高速離脱誘導路の後行部整備を行い、
時間あたりの発着枠（時間値）を68回から72回に拡大予定

24時間以内の
空港運用再開

激甚災害
の脅威

空港運用継続
72時間を目標に検討

■成田国際空港BCPの策定

 2019年3月末に空港関連事業者との合意を得た「成田国
際空港BCP骨子」（空港関連事業者（国交省、CIQ、航
空会社、アクセス事業者等）が一体となって災害時の空港
機能維持・復旧にあたるための計画）に基づき、成文化
（2019年度内）や訓練を実施

※1 PFM：Passenger Flow Management
※2 CDM：Collaborative Decision Making ※3 TAM：Total Airport Management
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[3]空港競争力の源泉である航空ネットワークの徹底強化

■インセンティブ制度を活用した路線誘致の強化

■第3ターミナルの能力増強（年間処理能力750万人→900万人）

 2019年夏までに到着ロビーを増築して出発動線と到着動線を分離、
スマートセキュリティ等は2019年度末導入を目指す

■乗り継ぎ利便性の強化

 ワンストップセキュリティを5月より開始、順次拡大

[4]徹底したお客様第一主義に根ざした世界最高水準の旅客体験価値の創造

■ファストトラベル（各種手続き自動化）の推進

 スマートセキュリティ及び自動チェックイン機、自動手荷物預け
機は2019年度末の本格導入を目指す

 2020年春に顔認証技術を用いて手続きを自動化する新し
い搭乗手続き（OneID）を導入、運用開始予定

手
荷
物
預
け

出
国
審
査

保
安
検
査

搭
乗

搭
乗
手
続
き

機器で顔認証後、
セルフバッグドロップで預け入れ

ウォークスルーで
顔認証を実施

空港で、顔情報と
パスポート及びeチ
ケット情報を紐付け

・パスポート登録
・顔情報登録
・航空券登録

顔認証のみで搭乗OneIDの旅客手続きイメージ

自宅

車いす等運搬用エレベーターイメージ第1ターミナル：第1サテライトゲートラウンジ

2019年度の取り組み ②

【第二段階】(2021年度完成予定)
第５貨物ビル撤去/第3ターミナル増築

【第一段階】(2019年完成予定)
到着ロビー増築部

第５貨物ビル代替施設エリア

■東京2020大会への対応

 選手・関係者を安全・円滑に受け入れるため、選手団用
の臨時ターミナルや臨時手荷物集積所、臨時BJスポッ
ト・ターミナルを整備

 ユニバーサルデザインの更なる充実を図るため、「ターミナル
バリューアップ計画」を推進するとともに、エレベーターの増
設・機能増強を実施
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[6]持続的成長に向けた空港競争力の強化

職場としての
魅力向上

地域からの
人材確保

地方・海外
からの人材確保

2019年度の取り組み ③

■空港内従業員の確保（職場環境の改善、地域及び国内外からの人材確保）

■イノベーションの推進
（AI・ロボット等最先端技術による旅客サービスの向上・省力化）

 スマートオペレーションの推進
・2019度に警備ロボットの導入、床清掃ロボット等の現場でのトライアルを開始し、
2020年度に本格導入

・2019年10月から赤外線カメラを搭載した点検車両を活用し滑走路・誘導路点検を省力化

■商環境の整備

 東京2020大会に向けて、商業エリアの更なる魅力向上のため、約70店舗
のリニューアル・入れ替えを実施

 更なる売り場効率の最大化を図ることを目指し、化粧品
免税店の増床や、ブランドブティックのリニューアルに着手

 第2ターミナル制限エリア「ナリタ5番街」増築のための設計
を行い、売上の最大化を図るための店舗配置計画を策定

 第3ターミナルの増築に向けて制限エリアの店舗面積を
拡大し、総合免税店や物販店・飲食店の増設に向けた店舗配置計画
を策定

第1ターミナル

第2ターミナル

第3ターミナル

新たな商業空間の創出
トレンドに合わせた

人気店・有名店の誘致

ニーズを踏まえた
商品やサービスの改善

[5]旅客ニーズの変化に迅速に対応した魅力ある商環境の創出



25

2018年度 セグメント別決算概要



2018年度 連結決算概要

（単位：億円）

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

2,312 2,497 184 108.0%

空港運営事業 1,068 1,108 40 103.7%

リテール事業 911 1,048 136 115.0%

施設貸付事業 302 309 7 102.4%

鉄 道 事 業 29 29 0 100.1%

営業利益 466 558 91 119.7%

空港運営事業 67 107 39 158.1%

リテール事業 255 299 44 117.4%

施設貸付事業 139 146 6 104.7%

鉄 道 事 業 6 6 0 107.8%

経常利益 432 536 103 124.0%

親会社株主に帰属する
当期純利益

359 357 △1 99.6%
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セグメント別損益（連結）の状況 ①

空港運営事業

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

1,068 1,108 40 103.7%

空港使用料収入 400 407 7 101.8％

旅客施設使用料収入 389 416 27 107.1％

給油施設使用料収入 155 154 △1 99.2％

その他収入 123 130 6 105.5％

営 業 利 益 67 107 39 158.1％

（営業利益率） 5.9% 9.0%

（単位：億円）

27

 営業収益は、韓国線、台湾線を中心としたアジア方面等における新規就航や増便により、前期に比べ航空機発着回数
が増加し空港使用料収入が増収。また、旺盛な訪日需要を背景に国際線外国人旅客数が大きな伸びを示したことに加
え、国際線日本人旅客数も好調に推移したことにより旅客施設使用料収入も増収となり、全体として増収。

 営業利益は、オーバーレイ工事等に伴う修繕・点検維持費の増加等による営業費用の増加があったものの、耐用年数到
来に伴い減価償却費が減少したことにより、結果として増益。



セグメント別損益（連結）の状況 ②

リテール事業
（単位：億円）

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

911 1,048 136 115.0%

物販・飲食収入 704 824 120 117.1%

構内営業料収入 113 125 11 110.0％

その他収入 93 98 5 105.6％

営 業 利 益 255 299 44 117.4％

（営業利益率） 27.8% 28.4%

28

 営業収益は、国際線旅客数の増加や第1ターミナル出国審査後エリア新規店舗の新店効果や到着時免税店の通年
化、販売促進施策の効果等により増収となり、全体として増収。

 営業利益は、売上増に伴う商品仕入原価の増加や新規店舗開業に伴う人件費の増加等による営業費用の増加があっ
たものの、結果として増益。



セグメント別損益（連結）の状況 ③

施設貸付事業

鉄道事業

（単位：億円）

（単位：億円）

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

302 309 7 102.4％

営 業 利 益 139 146 6 104.7％

（営業利益率） 44.2% 45.2%

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営 業 収 益
（外部顧客に対する売上高）

29 29 0 100.1％

営 業 利 益 6 6 0 107.8％

（営業利益率） 20.5％ 22.1%

29

 ほぼ前期並み。

 営業収益は、貨物上屋の一
時使用による建物貸付料等
の増収により、全体として増
収。

 営業利益は、燃料調整単価
の上昇に伴う水道光熱費の
増加等による営業費用の増
加があったものの、結果として
増益。



財政状態（連結貸借対照表）

30

NAAグループ連結貸借対照表
（2019年3月31日）

流動資産 668億円

※単位は億円未満切捨て

有形固定資産 7,200億円

無形固定資産
130億円

投資その他 189億円

資産合計 8,188億円

流動負債 953億円

固定負債 3,590億円

純資産
3,643億円

負債・純資産合計 8,188億円

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
その他

3,651億円
312億円
135億円

2,972億円
126億円

2億円

社債（1年超）
長期借入金（1年超）
その他

2,990億円
323億円
277億円

社債（1年内）
長期借入金（1年内）
その他

400億円
107億円
446億円

資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他包括利益

非支配株主持分

1,000億円
516億円

2,063億円
△16億円

80億円

自己資本比率
43.5％

【有利子債務残高】

社債 3,390億円
長期借入金 430億円

計 3,820億円



長期債務残高と平均金利の推移（連結）
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連結長期債務残高
（単位：億円）

319 148 

3,399 
3,349 

3,409 3,459 3,489 3,390 

1,066 
1,154 1,169 910 

598 
430 

386 
275 

164 

53 

5,172 
4,927 

4,744 

4,424 

4,088 

3,820 

1.32%

1.19% 1.06%

0.88%
0.83% 0.66%

0.60%

0.80%

1.00%

1.20%

1.40%

1.60%

1.80%

2.00%

0

1,500

3,000

4,500

6,000

2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年度末

政府借入（無利子） 長期借入金 社債 政府保証債 平均金利

※ 平均金利の算出にあたっては、無利子借入金を除く。

※



キャッシュ・フローの概要（連結）

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

営業キャッシュ・フロー 662 783 121

投資キャッシュ・フロー △211 △402 △190

フリー・キャッシュ・フロー 450 381 △68

財務キャッシュ・フロー △414 △378 35

現金及び現金同等物の期末残高 354 358 3

（単位：億円）

今後の更なる機能強化の大規模調達に備え、引き続き財務体質の強化に努める

（単位：億円）

625 662 678 662
783

△ 264

△ 446

△ 258 △ 211

△ 402

360
216

419 450 381

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

800

1,000

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

営業キャッシュ・フロー 投資キャッシュ・フロー フリー・キャッシュ・フロー

連結キャッシュ・フローの推移
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普通社債（一般担保付
※
）の発行実績

33

回 号 発行総額（億円） 年限（年） 利率（％） 発行価格（円） 応募者利回り（％） JGBスプレッド（bp） 発行日 償還日

第6回 400 10 1.800 99.92 1.809 T+49 2009. 2.20 2019. 2.20

第7回 200 10 1.474 100.0 1.474 T+16 2009. 9.25 2019. 9.25

第8回 200 10 1.562 100.0 1.562 T＋22 2010. 2.10 2020. 2.10

第9回 100 10 1.477 100.0 1.477 T＋14 2011. 2.21 2021. 2.19

第10回 200 10 1.094 100.0 1.094 T＋９ 2011. 9.20 2021. 9.17

第11回 200 10 1.067 100.0 1.067 T＋12 2012. 2.20 2022. 2.18

第12回 100 10 0.879 100.0 0.879 T＋6 2012. 9.20 2022. 9.20

第13回 200 10 0.802 100.0 0.802 T＋7 2013. 2. 8 2023. 2. 8

第14回 100 10 0.894 100.0 0.894 T＋8 2013. 7.24 2023. 7.24

第15回 200 10 0.739 100.0 0.739 T+12 2014. 2.20 2024. 2.20

第16回 200 10 0.570 100.0 0.570 T+8 2014.10.28 2024.10.28

第17回 250 10 0.489 100.0 0.489 T+13 2015. 2.20 2025. 2.20

第18回 160 10 0.556 100.0 0.556 T+23 2015.10.30 2025.10.30

第19回 200 10 0.275 100.0 0.275 T+23 2016. 2.18 2026. 2.18

第20回 50 10 0.105 100.0 0.105 T+20 2016. 8.23 2026. 8.21

第21回 100 20 0.427 100.0 0.427 T+14 2016. 8.23 2036. 8.22

第22回 100 10 0.230 100.0 0.230 T+17 2016.12.16 2026.12.16

第23回 100 20 0.677 100.0 0.677 T+13 2016.12.16 2036.12.16

第24回 100 10 0.250 100.0 0.250 T+20 2017.12.18 2027.12.17

第25回 50 20 0.671 100.0 0.671 T+10 2017.12.18 2037.12.18

第26回 130 10 0.250 100.0 0.250 T+20 2018. 3.12 2028. 3.10

第27回 50 20 0.657 100.0 0.657 T+10 2018. 3.12 2038. 3.12

第28回 50 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2018.10.22 2023.10.20

第29回 100 10 0.319 100.0 0.319 T+17.5 2018.10.22 2028.10.20

第30回 50 20 0.770 100.0 0.770 T+11.5 2018.10.22 2038.10.22

第31回 50 5 0.050 100.0 0.050 ー（※） 2019. 1.29 2024. 1.29

第32回 100 10 0.220 100.0 0.220 T+20.5 2019. 1.29 2029. 1.29

第33回 50 20 0.599 100.0 0.599 T+11.5 2019. 1.29 2039. 1.28

格付会社 長期（アウトルック） 短期 更新日

格付投資情報センター（R&I） AA （安定的） a-1+ 2018年6月28日

日本格付研究所（JCR） AA+ （安定的） ― 2019年4月12日

S&Pグローバル・レーティング・ジャパン （S&P） A+ （ポジティブ） A-1 2019年2月21日

 格付情報

※ 成田国際空港株式会社法第７条に基づく

（※）絶対値でのプライシングを実施



債務償還の見通し（連結）
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連結債務償還額
（単位：億円）
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世界の航空需要予測

 世界の航空需要は、アジア太平洋、中南米、中東といった新興経済国を中心に、今後も更なる拡大が見込まれている
 特にアジアの旅客流動は今後20年で年間5％強の伸び率を示しており、引き続き世界の成長を牽引する見込み

世界の航空旅客輸送量予測(2018～37年）

欧州 アフリカ 中東
アジア
太平洋

北米 中南米 世界全体 期間

ボーイング社 3.8％ 6.0％ 5.2％ 5.7％ 3.1％ 5.9％ 4.7％ 2018～2037

IATA(国際航空運送協会) 2.0% 4.6% 4.4% 4.8％ 2.4% 3.6% 3.5% 2018～2037

日本航空機開発協会 3.8％ 3.8％ 6.0％ 5.3％ 3.2％ 4.8％ 4.5％ 2018～2037

エアバス社 ー ー ー ー ー ー 4.4% 2018～2037

＜世界の航空旅客輸送量予測（年平均伸び率）＞

北米
+3.2％／年

1,782

3,325

欧州
+3.8％／年

1,910

4,004

アジア太平洋
+5.3％／年

2,474

6,996

中東
+6.0％／年

736

2,371

アフリカ
+3.8％／年

171
361

中南米
+4.8％／年

1,051

408

世界全体
+4.5％／年

【凡例】 単位：10億人キロ

2018年
旅客輸送量
（実績）

2037年
旅客輸送量
（予測）同期間における

年平均伸び率

（出典：日本航空機開発協会）



アジア主要空港における施設整備計画

アジア主要空港では大規模拡張プロジェクト進行中、極めて大きな処理能力を計画 路線獲得競争の激化

 2018年 ターミナル2供用
 2023年 ターミナル2拡張、第4滑走路供用

（出典：各空港Webサイトや報道発表資料等より）

 2019年 開港（滑走路４本）

現状 計画値

年間発着回数 39万回 79万回

年間取扱旅客数 6,800万人 1億人

滑走路数 3本 5本

現状 計画値

年間発着回数 43万回 時間値102回

年間取扱旅客数 7,470万人 1億人

滑走路数 2本 3本

現状 計画値

年間発着回数 39万回 不明

年間取扱旅客数 6,563万人 1.35億人

滑走路数 2本 3本

計画値(初期)
計画値(長

期)

年間発着回数 62万回 88万回

年間取扱旅客数 7,200万人 1億人

滑走路数 4本 6本

 2017年 第5滑走路完成
 2019年 サテライトターミナル供用
 2025年 ターミナル3完成

現状 計画値(2025年)

年間発着回数 50万回 76万回

年間取扱旅客数 7,400万人 1億2000万人

滑走路数 4本 5本

韓国 仁川空港

シンガポール
チャンギ空港

中国
香港空港

 2020年 国際線増枠

24時間
運用

24時間
運用

24時間
運用

中国
北京大興空港

24時間
運用

 2024年 北滑走路延伸、第3滑走路供
用、ターミナル2拡張、ターミナル3供用

 2019年 大規模複合施設Jewel供用
 2020年代前半 第3滑走路(現 軍用)

の延伸及び軍民両用化完了

現状 計画値

年間発着回数 44.7万回 約48.7万回

年間取扱旅客数 8,567万人 －

滑走路数 4本 4本

日本 羽田空港 24時間
運用

中国
上海浦東空港

24時間
運用

旅客流動取り込みのチャンス

◎首都圏空港の更なる機能強化

＋成田空港の機能強化と合わせ
⇒首都圏空港100万回
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http://www.airport-technology.com/projects/-terminal-4-changi-international-airport-singapore/
http://www.airport-technology.com/projects/-terminal-4-changi-international-airport-singapore/


オープンスカイの進展

38

（地域：香港、マカオ、台湾）

成田空港におけるオープンスカイ合意国一覧 成田空港を出発・到着する旅客数に占めるオープンスカイ合意国のシェア

29カ国3地域 （2019年5月20日現在）
（地域：香港、マカオ、台湾）

オープンスカイ合意国 76.7％

※中国については、成田及び羽田、北京及び上海を除き、日中間輸送のオープンスカイについて合意済み

＜出典：MI（Sabre社 Market Intelligence）をもとにNAA作成、※通過客含む＞

 オープンスカイとは、二国間の航空路線について、政府ではなく民間が自由に設定できる仕組みのこと

2010年
10月 米国

12月 韓国

2011年

1月 シンガポール

2月 マレーシア

5月 香港

6月 ベトナム

7月 マカオ

8月 インドネシア

9月 カナダ オーストラリア

10月 ブルネイ

11月 台湾

2012年

1月 英国

2月 ニュージーランド

3月 スリランカ

6月 フィンランド

7月 フランス

8月 オランダ

10月 スウェーデン ノルウェー デンマーク

11月 タイ

2013年

7月 スイス

9月 フィリピン

10月 ミャンマー

2014年 2月 オーストリア

2016年
5月 スペイン ラオス カンボジア

12月 ポーランド

2017年
4月 パプアニューギニア

9月 インド

※ネパールとの航空当局間協議により成田空港を含む乗入地点の拡大等が合意（2018.6）

合意国

76.7%

中国

13.2%

ドイツ

1.2%
その他

8.9%

2018年(暦年)



成田ハブ化促進インセンティブ（～2018年度）
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 国際線／国内線ネットワークの更なる拡充と既存路線の増強を目的として、2013年度から既に導入されている「国際線増量割引」に加えて、
2015年度より3つのインセンティブ（国際線ネットワーク拡充割引、国内線ネットワーク拡充割引、国内線増量割引）を導入し、国際線／国内
線共に「着陸料を最大で1年間無料」とする航空会社向けの制度

成田ハブ化促進インセンティブ（2015年4月1日～2019年3月31日）

両方適用の場合、着陸料が

最大100%割引

両方適用の場合、着陸料が

最大100%割引

国際線ネットワーク
拡充割引

国内線ネットワーク
拡充割引

国内線増量割引

新規ネットワーク拡充のため 既存路線の増強のため

国際線

国内線

国際線／国内線ネットワーク拡充割引 国際線／国内線増量割引

 国際線／国内線定期便としての運航実績のない空港（路線）に、航
空会社が新規就航した便の着陸料を割り引くとともに、その路線が、成
田空港と定期便で結ばれていない空港の場合は、更に割引率を加算

 割引率は、下記のとおり2段階とし、2年間適用

1年目 2年目

航空会社としての新規路線 20％ 10％

成田空港としての新規路線 30％ 15％

計 50％ 25％

【内容】

 対象便 ：国際線／国内線定期便（旅客便、貨物便）

 適用単位 ：旅客便、貨物便毎に航空会社としての新規路線および
成田空港としての新規路線

 割引率 ：

 国際線においては累積重量、国内線においては累積着陸料が前年度
同期比で増加した場合、その増加分に対して50％の割引を適用

【内容】

 対象便 ：国際線／国内線定期便

 適用単位 ：航空会社単位（旅客便と貨物便は合算して算出）

 単位期間 ：1年間を上期（4～9月）と下期（10～3月）に分け、

各期における累積着陸料を前年同期と比較

※国際線増量割引は、2013年4月1日から実施中

国際線増量割引



成田空港マーケティングインセンティブ

40

 成田空港に就航している航空会社が実施する、成田空港の旅客数・貨物量を維持・増加させるためのマーケティングやプロモーション、お客様の利
便性向上等に向けた取組み（以下、「マーケティング活動」）に対して、各社の成田空港における旅客数・貨物量に応じて、マーケティング活動に
要する費用の一部をサポートする制度

 旅客数を増加させることで空港内売上高の向上を図り、中期経営計画の戦略目標である空港内免税店・物販店・飲食店売上高1,650億円の
達成や、貨物量を増加させることで、貨物取扱施設の貸付拡大を図り、建物貸付料収入の増加に繋げる

国際線
取扱単価
45円
増加単価
90円

成田空港マーケティングインセンティブ（2019年4月1日～2022年3月31日）

旅客取扱量へのインセンティブ

 インセンティブは国際線・国内線別の出発旅客数（国際線は乗継を含む）に応じて提供
 国際線・国内線別に「取扱旅客数に対する単価（取扱単価）」と「増加旅客数に対する単価（増加単価）」を設定
※国際線の単価は、成田空港内店舗売上高によって変動

■インセンティブ単価 (出発旅客1人当たり)

10万人

例

2018年度 2019年度

1万人

取扱旅客数が前年度と比較して
1万人増加した場合

取扱旅客数（国際線出発）： 単価 60円
増加旅客数（国際線出発）： 単価120円

10万人

11万人

 インセンティブは国際線取扱貨物量に応じて提供し、「取扱貨物量に対する単価
（取扱単価）」と「増加貨物量に対する単価（増加単価）」を設定

国
際
線

取扱単価 100円

増加単価 200円

貨物取扱量へのインセンティブ

例

取扱貨物量が前年度と比較して
0.2万トン増加した場合

2万トン

2018年度

2万トン

0.2万トン

2019年度

2.2万トン 2.2万トン×100円
＋

0.2万トン×200円

＝ 2019年度分
インセンティブ

260万円

11万人×60円
＋

1万人×120円

＝ 2019年度分
インセンティブ

780万円

■インセンティブ単価
(貨物1トン当たり)

前年度
空港内店舗売上高

800億円以上
1,000億円未満

1,000億円以上
1,200億円未満

1,200億円以上
1,400億円未満

1,400億円以上
1,600億円未満

1,600億円以上
1,800億円未満

国
際
線

取扱単価 45円 50円 55円 60円 65円

増加単価 90円 100円 110円 120円 130円

国
内
線

取扱単価 10円

増加単価 20円

参考：2018年度
適用単価 新たに設定した単価

2019年度
適用予定単価



世界主要空港の空港利用料金比較
-国際線：旅客1人あたり-
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※出典：IATA Airport, ATC and Fuel Charges Monitor及び各空港発行の料金表
※()内は成田を100とした場合の料金水準

【2019年4月1日時点】
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世界主要空港の着陸料比較
-国際線：航空機1回あたり-

【2019年4月1日時点】*出典：IATA Aviation Charges Intelligence Center及び各空港発行の料金表



成田空港のアクセス向上
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鉄道

京成

スカイライナー ・日暮里駅－空港第2ビル駅間：最速36分

アクセス特急 ・2017年10月、成田空港駅発最終列車の時刻繰り下げ（成田空港駅発23:00）

本線
・2017年10月、成田空港駅発最終列車の運行区間延長（京成津田沼駅行→京成
高砂駅行）

JR
成田エクスプレス

・東京駅－空港第2ビル駅間：最速50分

・訪日外国人旅行者向けの割引企画乗車券（ジャパン・レール・パス）の国内販売を実
施（2020年3月31日終了予定）

総武線快速 ・2015年3月、早朝時間帯列車の増発

バス

都内主要駅、ホテル、観光地等、1都2府14県と成田空港とを結ぶ高速バスは、出発・到着合計で1日約1,500便

低価格
高速バス

●東京シャトル（京成バス）

●THE アクセス成田（平和交通・あすか

交通・JRバス関東）

・東京－成田空港間：最速60分

・運賃：900円～1,000円

●成田シャトル（WILLER EXPRESS・
京成バス・千葉交通）

・大崎ー成田空港ー芝山町間を運行

・運賃：1,000円～1,200円

●有楽町シャトル（京成バス）
・東京（鍛冶橋駐車場）ー成田空港間（第2ターミナル）を運行
※成田空港到着便は第3ターミナルにも停車

・運賃：900円～1,000円

タクシー 空港から東京都内（6つのゾーンに区分）へ定額運賃タクシーを設定

車 駐車場

駐車場料金の早朝・深夜割引 ・最大24時間分割引

駐車スペースの拡張
・P-1駐車場に立体駐車場を整備（収容台数1,200台→1,800台へ拡大）
・P-2駐車場に立体駐車場を整備（2019年夏頃にオープン予定：収容台数2,400台
→3,100台へ拡大）

2路線合わせて、ピーク時

10分間隔で運行

 成田空港のアクセスは、以下のとおり充実かつ豊富な選択肢を用意しており、お客様のアクセス利便性を向上



成田空港の道路アクセス向上 -圏央道の整備-
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首都圏中央連絡自動車道（圏央道）計画図

成田空港

羽田空港

 「大栄JCT～松尾横芝IC」間は2018年3月に着工、2024年度中に供用見込み。当該区間が開通すれば、東京都心からの道路アクセス

ルートとして「東関東自動車道を経由するルート」と「東京湾アクアラインを経由するルート」の二通りの空港アクセスルートが確保される。

 「久喜白岡JCT～大栄JCT」間については、4車線化（現行2車線）が2022年度から順次供用見込み（2024年度全線供用見込み）

出典：国土交通省関東地方整備局Webサイトより

大栄JCT～松尾横芝IC



航空機発着回数・航空旅客数推移（民営化以降）
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決算推移（連結）

（単位：億円）
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（予想）



政府との関係

 成田国際空港株式会社法[平成15年法律第124号]

規制・認可・支援事項 概 要

規
制
事
項

■国土交通大臣の定める基本計画への適合
■成田国際空港及び航空法に規定する航空保安施設の設置及び管理は、国土交通大臣の定める基本計画
に適合しなければならない

■財務諸表の提出 ■Ｂ/Ｓ、Ｐ/Ｌ、事業報告書の提出（事業年度終了後、３ヶ月以内）

■国土交通大臣の監督・命令権限等 ■国土交通大臣による監督、命令権及び報告指示、検査

国
土
交
通
大
臣
の
認
可
事
項

◆事業範囲 ◆空港施設の建設・管理、空港内での店舗運営などの事業以外の事業を行う場合

◆新株・新株予約権の発行、社債募集、資金借入 ◆社債（短期社債を除く）の募集、又は弁済期限が１年を超える資金を借り入れる場合

◆代表取締役の選定 ◆代表取締役の選定、解職及び監査役の選任、解任

◆事業計画の認可 ◆当該事業年度の事業計画の提出

◆重要財産の譲渡等 ◆国土交通省令で定める重要財産の譲渡、担保に供する場合

◆定款変更等 ◆定款変更、剰余金の配当・処分、合併、分割及び解散決議

財
政
支
援

●資金貸付け ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●政府出資 ●公共性維持、大規模災害等に伴う政府の財政支援

●債務保証 ●社債に係る債務に対する債務保証契約

●一般担保 ●会社の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利
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終わりにあたって

 本説明会は、当社の業績等について投資家の皆様に情報提供することを目的としたも
のであり、債券の募集又は売出を意図したものではありません。

 本日ご説明いたしました内容については、将来の予測や見通しに関するものが含まれて
おりますが、こうした将来の予測等には不確定な要因を含んでおり、将来の業績等を保
証するものではありません。

 将来の業績等については、様々な要因により変化するものであることをご承知おきくださ
い。

成田国際空港株式会社 財務部 IR室

TEL：0476（34）5838 同5489
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